
平成 21年 3月 30日

平成 21年度 ～ 平成 25年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備考

経常収支比率 90.8 84.4 101.0 98.4 102.0 105.0 107.5
不良債務比率 28.7 31.4 30.2 30.2 26.3 19.4 9.5
医業収支比率 88.2 81.7 93.4 94.7 98.3 101.0 103.5

職員給与費比率 57.0 67.2 59.5 57.2 53.4 50.0 49.3
病床利用率 47.3 40.0 83.3 83.3 83.3 83.3 83.3
医療材料費 32.0 23.1 22.1 22.1 22.2 22.2 21.9

上記目標数値設定の考え方

大鰐病院の具体的な役割としては、
①　第一次救急病院
①　急性期入院医療から在宅医療や介護保険施設への橋渡し役
②　在宅医療の患者や介護保険施設入所者の急性期入院医療施設
地域の中で連携体制を構築しながら亜急性期段階の入院医療を担う役割（四病協などが提案、要望している「地域
一般病院（棟）」）
特に、長寿（後期）高齢者医療制度における地域の中心施設として位置付ける。

一般会計操入金については、町の財政状況が厳しい中で、町立大鰐病院の事業の重要性に鑑み、町立大鰐病院
を町の財政健全化計画の中でも最優先事業として、「交付税算定額に特例債の元利償還金を加えた額を一般会計
から繰り入れる」ことを基本として改革プランをすすめる。

　目標数値の設定にあたっては、過去の実績と今後の見込みを勘案して、現状の常勤医師の体制を前提に、経営
体制の合理化を進め、損益分岐点を意識した無理のない目標設定とした。

（経常黒字化の目標年度：　21年度）

町立大鰐病院

青森県南津軽郡大鰐町大字蔵館字川原田４０－４

１２０床

内科、外科、小児科、眼科、耳鼻咽喉科、特殊外来（心臓循環器、リウマチ・膠原病、乳腺・甲状腺）

町立大鰐病院改革プラン

経
営
効
率
化
に
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る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

(様式３）

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

公立病院改革プランの概要

大鰐町
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団体名
（病院名）

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備考

救急車搬入患者数 151 155 158 161 165 168 168

時間外患者数 1,649 1,650 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700
手術件数 78 80 82 85 87 90 90

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 52.80% 1８年度 46.10% １９年度 47.30%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

　　　大鰐町
（町立大鰐病院）

※　給食業務委託の導入（Ｈ15年より）
※　医療事務委託の導入（Ｈ１３より）
※　患者満足度に対する職員の啓蒙（問診表、外来案内､入院案内などの案内書類やサービス体制の見直し）
　　　→２０年度にできるものから実施

※　病床数の削減(１２０床→６０床）（平成２０年６月３０日から実質的に１単位とし実施済）
※　21年度中に許可病床を60床にする。

※　職員の削減、医薬品、消耗品等の購入価格の見直し、委託業務の見直し(直営との比較、業務内容の簡潔化）
　　→医薬品、消耗品等、燃料費の購入など。
　　→年間契約しているものは２１年度予算編成を期に、全体的な見直しを実施中。
　　　材料比率　Ｈ19実績31.1％→Ｈ20見込17.7％見込（類団22.0％）
　　　消耗品費等・・・例）重油の購入だけで約400万円軽減　　　光熱水費・・・約120万円軽減
　　　H21から医事業務直営化→約500万円経費削減　　　H21から清掃業務直営化→約600万円経費削減
　　　20年度中に看護師5人退職→約3000万円軽減

※　具体的には外来患者数を1日20人、年間5860人増やす。患者送迎を充実させ、「患者満足度」の向上によって外
来患者増を達成する。（年間約3000万円の外来収入増）
※　「地域病院が成り立っていくためには地域住民の意識改革が必要」との認識から、広報、回覧、各地域における
行政懇談会等を通じて病院の診療体制、改革プランの概要の説明を実施。
※　入院患者については、平成２０年６月３０日から実質的に１単位とし、病床数を半減し、入院基本料10対１看護を
実施済み（12月1日から算定）。

※　外来調剤の院外処方実施（20年1月より）

※　病床数の削減(１２０床→６０床）（平成２０年６月３０日から実質的に１単位とし実施済）
※　平成21年度中に許可病床としても60床にする予定。
※　病床削減の受け皿として訪問診療(看護)の充実。
※　施設の老朽化が進んでいるので、改革プランの達成を前提に、６０床規模での病院改築の計画を進める。
　　（将来の希望は職員の動揺を抑え、患者の信頼感を増し、患者増と医師確保に繋がる）
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各年度の収支計画
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公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）
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団体名
（病院名）

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

◎「町立大鰐病院審議会」－「構成10名：有識者５名（うち開業医１名）、議員５名」他に町長、院長、事務長、総師長
等が出席。２０年度開催実績－４月(病院改革案概要）、６月(改革プラン進行状況報告）、１０月(改革プラン（案）報
告）
◎「町議会」－20年11月全員協議会に改革プラン（案）を提示
◎「町民」－20年11月全員協議会後、ＨＰに改革プラン（案）を掲載しパブリックコメント募集中。12月1日の行政懇談
会において町内全区長及び嘱託員に説明。その他、12月中に８地区の行政懇談会で改革プラン説明。3月中に町
HPに公表。

９月の決算議会に報告（毎年６月末か７月に決算が確定してからローリングを実施し、8月審議会等を開催）
ローリングの結果は毎年9月末を目処に一般公表。

改革プランの達成について、２１年度４月より月次計画により毎月進捗状況をチェックし、計画達成を進める。収益の
確保又は費用の削減について、計画を達成できない場合は、更なる患者増加策、費用の削減、繰入金の増額等に
より、単年度資金不足額の水準達成を図る。累積ベースの資金不足（別紙１の（H)の額)解消後（27年度以降）は、
新たな資金不足を発生させないこととする。

　　　大鰐町
（町立大鰐病院）

＜内　容＞
※　公営企業法全適用、独立行政法人化、公設民営化等、経営形態の見直しを検討
したが、現時点では、経営形態は現状のままで民間的経営手法の導入を図り、患者
満足度の高い改革を実現する。
※　しかし、経営形態の変更（特に公営企業法全適用）について進めるべきだという
意見もあり、その利点や欠点を考慮し慎重に検討中。
※　11月上旬から病院改革プラン(案）をＨＰに公開し、パブリックコメントを募集してい
る。経営形態の変更についても21年12月までに公営企業法全適用を検討し結論を出
す。

＜時　期＞
平成２１年１２月までに決定予
定
圏域内の自治体病院の事務
（局）長及び県関係課職員に
よる検討会議を数回開催し、
その検討結果をまとめる。
　その検討結果を踏まえ、各
自治体の首長及び病院長を
委員とする病院機能再編成
検討会議にて最終的了解を
得る。
　県及び弘前大学医学部附
属病院の職員等を委員に加
えた、津軽医療圏自治体病院
機能再編成推進協議会に
て、県域全体の総意として最
終承認を得る。

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

＜時　期＞
①　20年度末までに公営企業
法全適用を念頭に検討。
②　問題点を整理し、「審議
会」「役場課長会議」「議会」
の議論を経て、21年１２月ま
でに結論を出す。
③　22年度から実施。（21年
度中に条例改正等の準備を
すすめる）。

＜内　容＞
○これまでの取組
　それぞれ医師不足等により、平川病院（106床）が平成19年6月から無床の診療所
となり、藤崎病院（90床）が平成20年4月から1９床の診療所となり指定管理者による
運営となった。さらに同診療所は8月から無床化され、両市町で合わせて196床の減
少となった。町立大鰐病院は60床に病床を削減する予定である。
○今後の各公立病院の役割
　弘前市立病院及び黒石病院とも津軽地域保険医療圏における中心的病院として、
主に急性期医療を中心とした医療を提供する。
　板柳病院と大鰐病院は黒石病院と弘前市立病院の後方支援病院として、主に回復
期・慢性期の医療を担うことが可能かどうか検討する。

○青森県保健医療計画より（平成２０年度）
・自治体病院を巡る医師不足や厳しい経営環境を踏まえ、自治体病院機能再編成を推進し、急性期医療や高度救
急を担う中核病院と回復期医療を担う病院との適切な役割分担のもとに、地域完結型の医療ネットワークの構築を
目指す。
・自治体病院機能再編成を通じて、圏域の中核病院の充実を図り、地域医療の中心的な存在として、広域的な医師
派遣の拠点機能なども含め地域医療支援機能を担う。
・自治体病院機能再編成を通じて、保険・医療・福祉サービスの一体的な取組を促進する。
・機能再編成を進めるにあたっては、「公立病院改革ガイドライン」で示されている「再編・ネットワーク化」の視点を
踏まえ対応するものであり､必要に応じ自治体病院のみならず､公的病院等をはじめ民間医療機関の医療機能を視
野に入れた検討を進める。

３市３町２村で構成されている当津軽地域保健医療圏は、「東部地域」の黒石市に黒石市国民健康保険黒石病院（2
９０床）が、平川市に無床の平川市国民健康保険平川診療所が、東部地域の南に大鰐町立大鰐病院（１２０床）が
配置されている。また、青森市と合併し浪岡地区となった旧浪岡町は黒石市とは車で１５分と近接していることから
も、青森地域保健医療圏ではあるが浪岡地域の多くの患者が当圏域の医療機関を受診しており、二次保健医療圏
の枠を越えた形で医療提供が行なわれている。
「西部地域」の弘前市には弘崎市立病院（2５０床）が、その北の板柳町に国民健康保険板柳中央病院（８７床・・般
55床,療養32床）が、藤崎町には無床の藤崎町立藤崎診療所（公設民営）が配置されている。なお、弘前市には、国
立弘前大学法人弘前大学医学部附属病院（６１８床）及び独立行政法人国立病院機構（３４２床）の２つの公立病院
が配置されている他に、民間の大～中規模病院が複数運営されている。

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

経営形態見直し計画の概要

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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(別紙１）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 1,066 990 757 825 822 826 826 848 848 846

(1) 952 877 643 725 725 725 725 725 725 725

(2) 114 113 114 100 97 99 101 110 121 121

97 97 97 96 94 94 94 94 106 106

２. 40 37 31 80 44 43 43 42 33 32

(1) 37 36 27 76 40 39 39 38 29 28

(2)

(3) 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4

(A) 1,106 1,027 788 905 866 869 869 877 881 878

１. ｂ 1,265 1,123 926 883 868 840 818 807 809 809

(1) ｃ 601 564 509 491 470 441 418 412 414 414

(2) 392 317 175 182 182 183 183 183 183 183

(3) 193 171 169 144 145 145 146 146 146 146

(4) 43 20 20 20 20 20 20 15 15 15

(5) 36 51 53 46 51 51 51 51 51 51

２. 6 8 8 13 12 12 10 9 7 6

(1) 6 7 8 12 12 11 10 8 7 6

(2)

(B) 1,271 1,131 934 896 880 852 828 816 816 815

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) ▲ 165 ▲ 104 ▲ 146 9 ▲ 14 17 41 61 65 63

１. (D) 25 25 25 25 25 25 22

２. (E)

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 25 25 25 25 25 25 22

▲ 165 ▲ 104 ▲ 146 34 11 42 66 86 90 85

(G) 917 1,021 1,167 1,133 1,122 1,080 1,014 928 838 753

(ｱ) 209 175 152 161 162 153 152 164 166 161

(ｲ) 408 459 390 410 410 370 312 243 164 85

　 370 430 365 385 385 345 285 215 135 55

(ｳ)

（※） 132 83 ▲ 46 11 ▲ 1 ▲ 31 ▲ 57 ▲ 81 ▲ 81 ▲ 74
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。ただし、20年度については、
　　次の算式により算出した額に公立病院特例債発行額を加算した額とすること。　
　　○「N年度　単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
　　・不良債務額が負の数となる場合においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

27年度

83.3

25年度 26年度

234

28.3 15.3

83.3

201

18.8

83.3

284 371 315

83.3

28.7 45.1 38.1

88.2 94.7 98.3 101.081.7 93.4

57.0 57.2 53.4 50.667.2 59.5

90.8 101.2 105.0 107.984.4 103.8

28.7 30.2 26.3 19.331.4 30.1

248 217 160238 249

22年度

56.4

84.3 105.1

48.6

201

87.0

18.8

284

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

24年度23年度

医 業 外 収 益

他会計負担金・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

18年度(実績) 19年度（実績）

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 
良
 
債
 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

×100

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率

職員給与費対医業収益比率 ×100

資 金 不 足 比 率 ×100

46.1 47.3

79

110.5

9.5

128

20年度（見込） 21年度

410 397

54.2 48.1

40.0 83.3病 床 利 用 率

▲ 2 ▲ 76

110.9 110.8

0.0 0.0

104.8 104.6

83.3 83.3

48.8 48.9

23 ▲ 76

　　例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

18.8 28.7 31.4 30.1 30.2 26.3

団体名
（病院名）

　　大鰐町
（町立大鰐病院）

19.3 9.5 0.0 0.0

2.8 0.0



２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 172

２. 17 20 25 11 6 6 6 6 3 3

３.

４.

５.

６.

７.

(a) 17 20 197 11 6 6 6 6 3 3

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 17 20 197 11 6 6 6 6 3 3

１. 8 1 6 6 6 6 6 6 6 6

２. 19 19 19 30 25 25 25 25 25 22

３.

４.

(B) 27 20 25 36 31 31 31 31 31 28

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 10 0 ▲ 172 25 25 25 25 25 28 25

１. 10 25 25 25 25 25 28 25

２.

３.

４.

(D) 10 25 25 25 25 25 28 25

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) ▲ 172

(E)－(F) ▲ 172

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(            ) (            ) (            ) (24,584) (24,584) (24,584) (24,584) (24,584) (24,584) (24,584)

133,009 130,445 124,925 171,546 134,536 133,671 133,074 132,351 134,733 133,992

(            ) (            ) (9,385) (4,761) (3,271) (3,277) (3,283) (3,289) (            ) (            )

16,991 20,287 25,258 11,281 6,813 6,830 6,847 6,865 3,588 3,588

(            ) (            ) (9,385) (29,345) (27,855) (27,861) (27,867) (27,873) (24,584) (24,584)

150,000 150,732 150,183 207,411 165,933 165,085 164,505 163,800 162,905 162,177

（注）
1
2

国 ( 県 ) 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

他会計長期 借入 金返 還金

そ の 他

そ の 他

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込） 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

収 入 計

うち翌年度へ繰り越される
(b)

支 出 の 財 源 充 当 額

他 会 計 補 助 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

支 出 計

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

計

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額
実 質 財 源 不 足 額

(単位：千円）

18年度(実績) 19年度（実績） 20年度（見込） 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰
入金以外の繰入金をいうものであること。

団体名
（病院名）

　　大鰐町
（町立大鰐病院）


